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今号の主な内容 
 

◇自由民主の発行 

◇公務員の政治団体の加入 

◇加入案内 

 

日本臨床検査技師連盟ニュース 

◇◆連盟ニュース◆◇ 

支部だより 

 

 
宮島喜文参議院議員の活動報告を媒体紙「自由民主」 １月１５日付にて近況を報告 
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支部だより 

宮島会長講演  

 

※本紙面は、各都道府県検査技師会、連盟役員へ送付しています。 
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高島市民病院 

近畿予防医学研究所  

JCHO 滋賀病院 

滋賀医大 

国政報告会 

アルフレッサ滋賀営業所 

増田医科器械 

済生会滋賀県病院 

守山市民病院 

メディック 

近江八幡市立総合医療センター 

公務員等の政治活動について 

国家公務員法では、政治的目的のために、寄附金その他の利益を求め、若しくは受領し、又は何らの方

法を以てするを問わず、これらの行為に関与し、あるいは選挙権の行使を除く外、人事院規則で定める

政治的行為をしてはならない。とされる。そのため人事院規則を参照されたい。 

参考 人事院規則     hƩp://law.e‐gov.go.jp/htmldata/S24/S24F04514007.html 

地方公務員法では 

1. 職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこれらの団体の役員となってはなら

ず、又はこれらの団体の構成員となるように、若しくはならないように勧誘運動をしてはならな

い。 

2. 職員は、特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣若しくは地方公共団体の執行機関を支持

し、又はこれに反対する目的をもって、あるいは公の選挙又は投票において特定の人又は事件を支

持し、又はこれに反対する目的をもって、次に掲げる政治的行為をしてはならない。ただし、当該

職員の属する地方公共団体の区域外において、第1号から第3号まで及び第5号に掲げる政治的行為

をすることができる。 1.公の選挙又は投票において投票をするように、又はしないように勧誘運動

をすること。 

3. 署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること。 

4. 寄附金その他の金品の募集に関与すること。 

5. 文書又は図画を地方公共団体又は特定地方独立行政法人の庁舎、施設等に掲示し、又は掲示させ、

その他地方公共団体又は特定地方独立行政法人の庁舎、施設、資材又は資金を利用し、又は利用さ

せること。 

6. 前各号に定めるものを除く外、条例で定める政治的行為 

 

いずれにしろ、日本国憲法では「表現の自由」が規程されていて、自らの意志で

入会することはなんら問題ないと解釈します。政治団体の主宰者側に就かなけれ

ば問題ないと思われる。 

 

 

 

 

予備知識 

公務員でも連盟に加入すること

自体は問題ありません 
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連盟活動は自分の仕事を守るための活動です 


